
　
　

株主の皆さまへ

第46期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示情報

① 連結計算書類の「連結注記表」 １～７ページ
② 計算書類の「個別注記表」 ８～11ページ

2019年６月６日

ダイコク電機株式会社

（証券コード6430）

宝印刷株式会社 2019年06月06日 11時46分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 1 ―

連 結 注 記 表
　

　

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数 ４社
連結子会社名 元気株式会社

ＤＡＸＥＬ株式会社
ダイコク産業株式会社
アロフト株式会社

　
2．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。
　
3．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

②たな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
商品・製品・原材料・仕掛品 主として総平均法による原価法
貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

　
（2）重要な減価償却資産の減価償却方法

①有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によってお
ります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 及 び 構 築 物 ６～50年
工具、器具及び備品 ２～20年

②無形固定資産 定額法によっております。
ただし、ソフトウエアの市場販売分については、販売可能期間(３年)、自社利用
分については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

③投資不動産等 定額法によっております。
ただし、不動産以外の資産については定率法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 15～47年
不動産以外の資産 ３～15年
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（3）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結
会計年度末に見合う分を計上しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく当連結会計年度末要支
給額を計上しております。

株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年度以降に発生
すると見込まれる額を計上しております。

製品保証引当金 製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、当該費用の見積額を計上
しております。

　

（4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生した翌連結会計年度から費用処理することと
しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より按分した額を費用処理しております。

　

（5）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の
要件を充たしている場合には振当処理、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には
特例処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。
ヘッジ手段：為替予約、金利スワップ
ヘッジ対象：製品輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引、借入金

③ ヘッジ方針
外貨建取引においては、主に当社の内規である「為替リスクヘッジ運用規程」に基づき、為替変動リ
スクをヘッジしております。金利スワップにおいては、金利の変動によるリスクをヘッジしておりま
す。なお、投機目的でのヘッジは行っておりません。
④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価し
ております。

　

宝印刷株式会社 2019年06月06日 11時46分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 3 ―

（6）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 受注製作のソフトウエアの売上高及び売上原価の計上基準
受注製作のソフトウエアに係る収益の計上基準については、当連結会計年度末までの進捗部分につい
て成果の確実性が認められる受注契約については、工事進行基準（工事進捗率の見積もりは原価比例
法）を、その他の受注契約については検収基準を適用しております。
② 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

③ 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

（表示方法の変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、「会社
法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当連結会計年
度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する
方法に変更しました。
この結果、前連結会計年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」（前連結会計年度
344,156千円）は、当連結会計年度においては「投資その他の資産」の「繰延税金資産」1,169,233千円に含
めて表示しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
1．有形固定資産等の減価償却累計額

有形固定資産 11,739,478千円
投資その他の資産(投資不動産等) 267,798千円

2．満期手形
連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当
連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末日残高に
含まれております。
受取手形 178,040千円
電子記録債権 7,320千円
支払手形 73,619千円
電子記録債務 216,047千円

（連結損益計算書に関する注記）
期末たな卸高は収益性の低下による簿価切下げ後の金額であり、たな卸資産評価損328,753千円が売上原価
に含まれております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 14,783,900株

2．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2018年５月14日
取締役会 普通株式 443,493 30.00 2018年３月31日 2018年６月13日

2018年11月13日
取締役会

普通株式 147,830 10.00 2018年９月30日 2018年12月４日

3．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の
総額(千円)

配当の原資 １株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2019年５月14日
取締役会

普通株式 443,491 利益剰余金 30.00 2019年３月31日 2019年６月12日
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（金融商品に関する注記）
1．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達して
おります。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理を定めた規程に沿ってリスク低減を図っており
ます。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行ってお
ります。

2．金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（＊1） 時価（＊1） 差額

（１）現金及び預金 12,751,427 12,751,427 －
（２）受取手形及び売掛金 5,330,899 5,330,899 －
（３）電子記録債権 2,078,824 2,078,824 －
（４）投資有価証券

その他有価証券 137,321 137,321 －
（５）会員権 278,025

貸倒引当金(＊2) △153,434
124,590 136,590 11,999

（６）支払手形及び買掛金 （2,860,174） （2,860,174） －
（７）電子記録債務 （3,091,415） （3,091,415） －
（８）短期借入金 （3,000,000） （3,000,000） －
（９）未払金 （1,391,486） （1,391,486） －
（10）未払費用 （819,596） （819,596） －
（11）未払法人税等 （245,352） （245,352） －
（12）長期借入金 （300,000） （300,395） （395）
（13）デリバティブ取引 － － －
　

（＊1） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（＊2） 会員権に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
　
（注）1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

（4）投資有価証券
投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。
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（5）会員権
会員権の時価について、期末日現在における市場価格によっております。

（6）支払手形及び買掛金、（7）電子記録債務、（8）短期借入金、（9）未払金、（10）未払費用、（11）未払
法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

（12）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割
り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象
とされており（下記(13)参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借
入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

（13）デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて
いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(12)参照）。

（注）2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式
　その他有価証券 191,511
敷金・保証金 470,877

合計 662,388
　

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価
開示の対象としておりません。

　
（賃貸等不動産に関する注記）
1．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都及び愛知県名古屋市において、賃貸用のマンション（土地を含む。）を有しております。
　
2．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価

919,062 2,054,818
　

（注）1．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

2．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標
等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

　
（１株当たり情報に関する注記）
1．１株当たり純資産額 2,022円46銭
2．１株当たり当期純利益 85円46銭
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（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

宝印刷株式会社 2019年06月06日 11時46分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 8 ―

個 別 注 記 表
　

　

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの 決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

（2）たな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
商品・製品・原材料・仕掛品 主として総平均法による原価法
貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

　

2．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によ
っております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ６～50年
工具、器具及び備品 ２～20年

無形固定資産 定額法によっております。
ただし、ソフトウエアの市場販売分については、販売可能期間（３年）、自社
利用分については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって
おります。

投資不動産等 定額法によっております。
ただし、不動産以外の資産については定率法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 15～47年
不動産以外の資産 ３～15年

　

3．引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年
度末に見合う分を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生した
翌事業年度から費用処理することとしております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を費用処理しております。
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役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を
計上しております。

株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度以降に発生すると
見込まれる額を計上しております。

製品保証引当金 製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、当該費用の見積額を計上し
ております。

4．収益及び費用の計上基準
受注製作のソフトウエアの売上高及び売上原価の計上基準
受注製作のソフトウエアに係る収益の計上基準については、当事業年度末までの進捗部分について成果の
確実性が認められる受注契約については、工事進行基準（工事進捗率の見積もりは原価比例法）を、その他
の受注契約については検収基準を適用しております。

5．重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要
件を充たしている場合には振当処理、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例
処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。
ヘッジ手段：為替予約、金利スワップ
ヘッジ対象：製品輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引、借入金

③ ヘッジ方針
外貨建取引においては、主に当社の内規である「為替リスクヘッジ運用規程」に基づき、為替変動リス
クをヘッジしております。金利スワップにおいては、金利の変動によるリスクをヘッジしております。な
お、投機目的でのヘッジは行っておりません。
④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価して
おります。

6．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

（表示方法の変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、「会社
法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当事業年度か
ら適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法
に変更しました。
この結果、前事業年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」（前事業年度257,567
千円）は、当事業年度においては「投資その他の資産」の「繰延税金資産」675,707千円に含めて表示してお
ります。

（貸借対照表に関する注記）
1．有形固定資産等の減価償却累計額

有形固定資産 11,475,778千円
投資その他の資産(投資不動産等) 267,798千円
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2．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
関係会社に対する短期金銭債権 105,856千円
関係会社に対する短期金銭債務 303,485千円

　

3．満期手形
事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当事業
年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末日残高に含まれておりま
す。
受取手形 178,040千円
電子記録債権 7,320千円
支払手形 72,928千円
電子記録債務 216,047千円

　

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
　営業取引による取引高
　 売上高 －千円
　 仕入高 308,990千円
　 販売費及び一般管理費 734,243千円
　営業取引以外の取引高 51,206千円

　

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
　普通株式 840 株

　

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　

　繰延税金資産
　 賞与引当金 76,894千円
　 たな卸資産評価損 202,962千円
　 無形固定資産償却額 851,956千円
　 貸倒引当金 3,685,078千円
　 減損損失 135,754千円
　 役員退職慰労引当金 103,821千円
　 会員権評価損 86,979千円
　 繰越欠損金 64,168千円
　 その他 316,886千円
　 繰延税金資産小計 5,524,501千円
　 評価性引当金 △4,222,062千円
　繰延税金資産合計 1,302,439千円

　繰延税金負債
　 前受金 △576,800千円
　 資産除去債務 △36,025千円
　 その他有価証券評価差額 △13,905千円
　繰延税金負債合計 △626,731千円
　繰延税金資産の純額 675,707千円
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（関連当事者との取引）
1．子会社及び関連会社等

　

属 性 会社等の
名称

議決権等
の所有

(被所有)割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社 ＤＡＸＥＬ
株 式 会 社

直 接
100.00

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
資金の返済

215,789
209,775 長期貸付金 11,757,517

　

（注）1．資金の貸付については、無利息としております。
2．ＤＡＸＥＬ株式会社に対する長期貸付金に対し、貸倒引当金（11,757,517千円）を計上しておりま
す。

　
2．役員及び個人主要株主等

　

属性 氏名
議決権等
の所有

(被所有)割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

役 員 及 び
その近親者 栢森新治 （被所有）

直接2.99
当社常勤顧問
（相談役） 給与支払 13,374 － －

　

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等
給与については、常勤顧問規程に基づいて金額を決定しております。

2．栢森新治は代表取締役会長 栢森雅勝及び代表取締役専務 栢森健の実父であります。
　
（１株当たり情報に関する注記）

1．１株当たり純資産額 1,975円27銭
2．１株当たり当期純利益 75円84銭

　
（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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